
 

外国人児童生徒等の教育に関する行政評価・監視結果に基づく通知（要旨） 
― 公立の義務教育諸学校への受入れ推進を中心として ― 

 
 

 
 

 
 

通知先 ：文部科学省
通知日 ：平成15年８月７日
実施時期：平成13年12月～15年８月

実施の背景事情

○ 我が国に在留する外国人及び我が国の義務教育対象年齢の外国人子女は、近年
増加傾向 

  外国人登録者数 平成６年 約135万人⇒平成13年 約178万人

  義務教育対象年齢の外国人子女数 平成６年 約10万2,000人⇒平成13年 約10
万6,000人(当省
推計)

○ 外国人子女については、我が国の義務教育への就学義務は課せられていない
が、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」（昭和54年条約第６号）に
基づき、入学を希望する者については、公立の義務教育諸学校への受入れを保障
○ 総務省は、「外国人子女及び帰国子女の教育に関する行政監察」の結果に基づ
き、平成８年12月、文部科学省に対し、外国人子女の円滑な受入れの促進、受入れ
学校における教育指導の充実等について勧告 
 文部科学省は所要の改善措置に取り組んできているところであるが、外国人子女
の就学機会の確保等に向けた一層の取組が求められている。
○ この行政評価・監視は、外国人児童生徒等の公立の義務教育諸学校への受入れ
推進等を図る観点から、就学の案内の実施状況、就学援助制度の周知状況等を調
査し、関係行政の改善に資するため実施

主な通知事項

１ 就学の案内等の徹底 

 

 

・ 文部科学省は、都道府県教育委員会（以下「県教委」という。）を通じ市町
村教育委員会（以下「市教委」という。）に対し、公立の義務教育諸学校への
入学を希望する外国人子女がその機会を逸することがないよう、小・中学校
への就学予定者に相当する年齢の子女の保護者に対し、入学に関する事
項を記載した案内（以下「就学案内」という。）を発給するよう指導
・ 市教委は、外国人子女の保護者に就学案内を発給

○ 調査した12道府県の43市教委のうち、公立小学校に在籍していない外国人子女
の保護者に対しても公立中学校への就学案内を発給している市教委は19 
 公立小学校に在籍している外国人児童の保護者に対してのみ就学案内を発給し
ている市教委は24
○ 公立小学校に在籍していない外国人子女の保護者に対しても就学案内を発給す
ることによって、公立中学校への入学機会の確保につながっている例あり。
○ 外国語による就学案内を発給している市教委は、小学校への就学案内で15、中
学校への就学案内で11 
 その他の市教委は日本語による就学案内しか発給していない。
○ 文部科学省が作成している外国語による就学ガイドブック（注）には、就学案内の
例文が記載されていない。 
 （注）「就学ガイドブック」：我が国の教育制度、入学手続等の概要を説明した資料であり、県教委・



 

市教委に提供されている。日本語のほか、ポルトガル語、スペイン語、中
国語、英語、韓国・朝鮮語、ベトナム語及びフィリピノ語の各版がある。

○ 転入してきた学齢相当の外国人子女の保護者が市の外国人登録窓口を訪れた
際に、市教委の編入学手続窓口を教示するよう、市の外国人登録窓口に要請して
いない市教委が、43市教委中４。このため、編入学の時期が、外国人登録の４か
月後（新学期開始の３週間後）となっている例あり。

 
 

 ＜通知要旨＞ 
 英語や外国人登録の多い国籍（出身地）の者が日常生活で使用する言語による就
学案内の例文を就学ガイドブック等に掲載し、県教委及び市教委に提供するととも
に、県教委に対し、市教委に次の措置を講ずるよう助言すること。 
1) 中学校新入学相当年齢の外国人子女の保護者に対し、就学案内のきめ細かな
発給を行うこと。
2) 就学案内については、外国人の居住状況等をも踏まえつつ、英語や外国人登録
の多い国籍（出身地）の者が日常生活で使用する言語によるものも作成し発給す
ること。
3) 学齢相当の外国人子女が転入した場合には、外国人登録窓口に対し市教委の
編入学手続窓口を教示するよう要請し、その保護者に対する編入学の案内を積極
的に行うこと。

２ 就学援助制度の周知の的確化 

 

 

 

・ 市町村は、学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づき、経済的理由によ
って就学困難と認められる学齢児童生徒の保護者に対し、必要な援助を実
施。国は、市町村に対し、就学援助に要する経費（学用品費、学校給食費
等）の一部を補助（平成13年度約153億円）
・ 文部科学省は市町村に対し、i）外国人児童生徒に対する就学援助につい
ては、日本人と同様に取り扱うこと、ii）保護者に対する制度の周知を図るこ
と、を指導

○ 就学援助制度の周知の時期 
・ 新入学の場合には、43市教委すべてが、外国人子女の保護者が入学を決定し
た後（入学前の健康診断や入学説明の際、入学後の適期）
・ 編入学の場合には、27市教委が、外国人子女の保護者から照会がある場合を
除き、編入学後

○ 外国人子女の保護者の中には、公立小・中学校に入学することによって多額の
経済的負担を強いられると誤解している者あり。
○ 外国語による就学援助制度の案内パンフレットを配布している市教委は11 
 その他の市教委は日本語による案内パンフレットしか配布していない。
○ 外国語による就学ガイドブックには、就学援助制度の案内が記載されていない。

 
 

 ＜通知要旨＞ 
 英語や外国人登録の多い国籍（出身地）の者が日常生活で使用する言語による就
学援助制度の案内を就学ガイドブック等に掲載し、県教委及び市教委に提供すると
ともに、県教委に対し、市教委に次の措置を講ずるよう助言すること。 
1) 就学援助制度の周知については、新入学相当年齢の外国人子女及び学齢相当
の外国人子女の保護者が入学を決定する前の適時に行うことにも配慮すること。
2) 就学援助制度を説明する資料の作成に当たっては、外国人の居住状況等をも踏
まえつつ、英語や外国人登録の多い国籍（出身地）の者が日常生活で使用する言
語を用いることにも配慮すること。



 

３ 日本語指導体制が整備された学校への受入れ推進 

 

 

 

・ 文部科学省は、日本語指導が必要な児童生徒が在籍する小・中学校の一
部に対して日本語指導専任教員(以下「専任教員」という。)を配置するため
に必要な経費の二分の一を負担（平成14年度 989人）
・ 文部科学省は、県教委に対し、通学区域制度の運用について、地域の実
情に即し、保護者の意向に十分配慮した多様な工夫を行うこと等について、
市教委に周知するよう通知。また、外国人児童生徒の個別事情に配慮した
取扱いの事例等を掲載した事例集を平成９年からこれまで３回にわたり作成
し、県教委・市教委に配布
・ 市教委は、児童生徒が就学する学校を指定し保護者に通知。保護者の申
立により、変更が相当と認められるときは、学校の指定を変更することがで
きる。

○ 43市教委のうち、外国人児童生徒の入学を受け入れる学校の指定の変更を認
めていない市教委は11
○ 11市教委管内の学校の中には、外国人児童生徒の居住地の近隣に、日本語指
導専任教員が配置され日本語指導体制が整備されている学校があり、これらの学
校への通学が十分可能な状態にあるにもかかわらず、日本語指導体制が整備さ
れていない受入れ学校の指定を受けた学校に転・編入学している児童生徒の例あ
り。

 

 ＜通知要旨＞ 
 外国人児童生徒の居住地の通学区域内に日本語指導体制が整備されている学校
がない場合には、地域の実情に応じ、通学区域外でかつ通学が可能な日本語指導
体制が整備されている学校への通学を認めることについて、市教委に対して周知す
ること。

 


